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東京証券取引所 TOKYO PRO Market 及び 札幌証券取引所 Sapporo PRO Frontier Market 上場に

伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

当社は、本日 2026年８月 28日に東京証券取引所 TOKYO PRO Market及び札幌証券取引所 Sapporo 

PRO Frontier Market に上場いたしました。今後とも、なお一層のご支援ご鞭撻を賜りますよう、よろ

しくお願い申し上げます。  なお、2026年８月期（2025 年９月 1日から 2026年８月 31日まで）にお

ける当社の業績予想は、次のとおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別添のとおりであ

ります。 

記 

構成比
対前期
増減比

構成比 構成比

売 上 高 823,463 100 10.5 407,563 100 745,117 100

営 業 利 益 24,070 2.9 △ 1.6 8,569 2.1 24,465 3.3

経 常 利 益 24,454 3.0 △ 4.6 8,012 2.0 25,622 3.4

当 期 ( 中 間 ) 純 利 益 14,672 1.8 △50.5 5,230 1.3 29,657 4.0

１株当たり当期(中間)純利益

１ 株 当 た り 配 当 金

2026年８月期
（予想）

2025年８月期
（実績）

9.17 円

―

18.54円

―

2026年８月期
中間会計期間（実績）

3.27円

―  

（注）１．当社は、2026年 7月 1日付で普通株式 1株につき 4株の割合で株式分割を行っております。 

     2025 年８月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定し 

     ております。 

   ２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（2026年８月期については予定）により算 

     出しております。 

項目 

決算期 

(単位：千円、％) 



【2026 年８月期業績予想の前提条件】 

１．当社全体の見通し 

我が国経済は、中東情勢をめぐる地政学リスクの高まりや資源価格の動向等により、先行きには不

透明感が残るものの、企業収益の改善や賃上げの進展を背景に、緩やかな景気拡大が継続するものと

見込まれております。また、構造的な労働力不足を背景とした省力化投資や AI関連投資など、企業

の IT投資・DXの取り組みは一層推進されるものと見込んでおります。当社が事業を展開する国内の

SaaS市場は、こうした企業の DX 推進を背景に堅調に拡大を続けており、その導入は未だ普及途上の

段階にあることから、今後も成長が続くものと見込まれております。当社は、こうした市場環境の変

化を成長の機会と捉えております。 

当社は、「ビジネスや日常をシンプルに、効率的に、より価値のあるものにする」をミッション

に、自社開発のクラウドシステムをセールスからカスタマーサポートまで一貫して提供しておりま

す。かかる市場環境を追い風に、主力サービスの機能拡充と顧客基盤の拡大に注力するとともに、開

発体制の強化や業務プロセスの効率化を図ることで、中長期的な企業価値の向上と持続的な成長の実

現に努めてまいります。 

２．業績予想の前提条件 

（１）売上高 

当社は、AI×クラウドサービス事業の単一セグメントとして、サービス別に「SaaSサービス」、

「SUBLINEサービス」、「WEB サービス」で区分して売上高を算定しております。 

 「SaaSサービス」及び「SUBLINEサービス」では、主にサブスクリプションモデル等による継続

的な収益を見込んでおり、既存顧客の継続利用と新規顧客の獲得計画などに基づき需要を予測して

算定しております。「WEBサービス」では、過去の実績や顧客動向から需要を予測し、受注済みのシ

ステム開発案件や受注確度の高いものを積み上げて算定しております。 

 これらの結果、売上高は 823,463千円（前期比 10.5％増）を見込んでおります。  

（２）売上原価、売上総利益 

当事業年度の売上原価につきましては、主に人件費、外注加工費、及びその他の経費で構成され

ております。人件費は各サービスの事業計画や売上予算から作成した人員計画に基づき算定してお

ります。外注加工費は前年実績を基礎として、開発・保守計画や社内リソースの活用状況を加味し

て算定しております。その他の経費は、各勘定科目の過年度実績を基礎として、当期の事業計画を

加味し費用発生態様に応じて算定しております。 

 これらの結果、売上原価は 393,184千円（前期比 9.6％増）、売上総利益は 430,279千円（前期比

11.3％増）を見込んでおります。   

（３）販売費及び一般管理費、営業利益 

販売費及び一般管理費のうち人件費については、人員計画に基づき、その他の販売費及び一般管

理費は過去の実績や今後の事業計画に基づき算定しております。 

 これらの結果、販売費及び一般管理費は 406,208千円（前期比 12.2％増）、営業利益は 24,070千

円（前期比 1.6％減）を見込んでおります。       



（４）営業外損益、経常利益 

営業外損益については、過去の実績に基づき、発生が見込まれる営業外損益を算定しておりま

す。 

 これらの結果、経常利益は 24,454千円（前期比 4.6％減）を見込んでおります。 

 （５）特別損益、当期純利益 

以上の結果、当期純利益は 14,672千円（前期比 50.5％減）を見込んでおります。 

 

【業績予想に関する留意事項】 

本資料に記載されている当社の当期業績予想は、本資料の日付時点において入手可能な情報による判

断及び仮定を前提としており、実際の業績は様々な要因によって異なる場合があります。 

 

 

以上 
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(百万円未満切捨て)

１．2026年８月期中間期の業績（2025年９月１日～2026年２月28日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年８月期中間期 407 12.0 8 20.5 8 25.4 5 24.7
2025年８月期中間期 ― ― ― ― ― ― ― ―

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2026年８月期中間期 3.27 ―
2025年８月期中間期 ― ―

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年８月期中間期 327 6 1.95
2025年８月期 304 1 0.38

(参考) 自己資本 2026年８月期中間期 6百万円 2025年８月期 1百万円

２．配当の状況

年間配当金

中間期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭

2025年８月期 ― ― ―
2026年８月期 ―
2027年８月期(予想) ― ―

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年８月期の業績予想（2025年９月１日～2026年８月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 839 12.6 29 21.0 30 17.5 29 0.3 18.58

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）中間財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年８月期中間期 400,000株 2025年８月期 400,000株

② 期末自己株式数 2026年８月期中間期 ―株 2025年８月期 ―株

③ 期中平均株式数（中間期） 2026年８月期中間期 400,000株 2025年８月期中間期 400,000株

※ 中間決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の業績予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれています。当該予

想と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって大きく差異が発生する可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間会計期間おける我が国経済は、緩やかな回復基調が続く一方で、物価上昇や為替の変動、地政学リスクの

長期化などにより、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。企業においては、生産性向上や業務効率

化を目的としたデジタル投資への意欲が継続しており、クラウドサービスやAI技術への需要は底堅く推移しており

ます。

このような環境下において、IT業界はAI（人工知能）やDX（デジタルトランスフォーメーション）を背景に堅調

な成長を維持しております。特に、生成AI等の技術進化は、新たなビジネスモデルの創出や企業活動の変革を継続

的に後押ししております。

当社におきましては、前事業年度から継続して人材投資を行うとともに、営業体制の強化を推進してまいりまし

た。既存顧客への提供価値の向上と新規顧客獲得の両立を図りながら、当社が展開する各クラウドサービスにおい

て、AIを活用した機能の拡充など、積極的に技術革新を取り入れております。

これらの取り組みの結果、当中間会計期間の業績は、売上高407,563千円（前年同期比12.0％増）、営業利益

8,569千円（前年同期比20.5％増）、経常利益8,012千円（前年同期比25.4％増）、中間純利益5,230千円（前年同期

比24.7％増）となりました。

当社はAI×クラウドサービス事業の単一セグメントである為、セグメントの記載を省略しております。

（２）当中間期の財政状態の概況

（資産）

当中間会計期間末における流動資産の残高は266,059千円で、前事業年度末に比べ23,727千円増加しております。

これは主に、現金及び預金が20,549千円増加、売掛金及び契約資産が14,989千円増加、前払費用が3,702千円減少し

たことによるものであります。固定資産の残高は61,276千円で、前事業年度末に比べ995千円減少しております。こ

れは主に、建物が904千円減少、ソフトウエアが360千円減少、長期前払費用が244千円増加したことによるものであ

ります。

この結果、資産合計は、327,336千円となり、前事業年度に比べ22,732千円増加いたしました。

（負債）

当中間会計期間末における流動負債の残高は208,885千円で、前事業年度末に比べ3,330千円減少しております。

これは主に、買掛金が2,218千円増加、1年内返済予定の長期借入金が2,624千円減少、未払消費税等が6,406千円減

少、未払法人税等が2,381千円増加したことによるものであります。固定負債残高は111,914千円で、前事業年度末

に比べ20,832千円増加しております。これは主に、長期借入金が20,814千円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、320,800千円となり、前事業年度に比べ17,501千円増加いたしました。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産残高は6,535千円で、前事業年度末に比べ5,230千円増加しております。これは

主に、繰越利益剰余金が5,230千円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は1.95%（前事業年度は0.38％）となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

業績予想につきましては、本日公表いたしました「東京証券取引所 TOKYO PRO Market 及び 札幌証券取引所

Sapporo PRO Frontier Market上場に伴う当社決算情報等のお知らせ」をご参照ください。今後、業績予想を修正す

る必要が生じた場合は速やかに開示いたします。
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２．中間財務諸表及び主な注記

（１）中間貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2025年８月31日)

当中間会計期間
(2026年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 161,491 182,041

売掛金及び契約資産 56,377 71,367

棚卸資産 295 354

前払費用 16,194 12,491

その他 8,349 103

貸倒引当金 △376 △299

流動資産合計 242,331 266,059

固定資産

有形固定資産 22,839 22,097

無形固定資産 783 616

投資その他の資産 38,650 38,562

固定資産合計 62,272 61,276

資産合計 304,604 327,336

負債の部

流動負債

買掛金 28,341 30,559

１年内返済予定の長期借入金 47,297 44,673

未払金 13,072 13,674

未払費用 35,497 37,027

未払法人税等 360 2,741

未払消費税等 17,170 10,763

契約負債 61,540 59,757

預り金 8,936 9,687

流動負債合計 212,215 208,885

固定負債

長期借入金 79,948 100,762

資産除去債務 11,134 11,152

固定負債合計 91,082 111,914

負債合計 303,298 320,800

純資産の部

株主資本

資本金 20,000 20,000

資本剰余金 275 275

利益剰余金 △19,123 △13,893

株主資本合計 1,152 6,382

新株予約権 153 153

純資産合計 1,305 6,535

負債純資産合計 304,604 327,336
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（２）中間損益計算書

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年９月１日
至 2026年２月28日)

売上高 407,563

売上原価 189,282

売上総利益 218,280

販売費及び一般管理費 209,711

営業利益 8,569

営業外収益

受取利息 208

業務受託料 165

その他 28

営業外収益合計 403

営業外費用

支払利息 960

営業外費用合計 960

経常利益 8,012

税引前中間純利益 8,012

法人税等 2,781

中間純利益 5,230
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（３）中間キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年９月１日
至 2026年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 8,012

減価償却費 1,652

貸倒引当金の増減額(△は減少) △77

受取利息 △208

支払利息 960

売上債権の増減額(△は増加) △14,989

棚卸資産の増減額(△は増加) △58

仕入債務の増減額(△は減少) 2,218

未払金の増減額（△は減少） 602

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,406

未払費用の増減額（△は減少） 1,530

契約負債の増減額（△は減少） △1,783

その他 4,419

小計 △4,130

利息の受取額 237

利息の支払額 △942

法人税等の支払額 △400

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,235

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △546

無形固定資産の取得による支出 △197

長期預け金の回収による収入 8,000

敷金保証金の返還による収入 339

投資活動によるキャッシュ・フロー 7,595

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 70,000

長期借入金の返済による支出 △51,810

財務活動によるキャッシュ・フロー 18,190

現金及び現金同等物に係る換算差額 ―

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 20,549

現金及び現金同等物の期首残高 161,491

現金及び現金同等物の中間期末残高 182,041
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（４）中間財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はありません。

(中間財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)

○税金費用の計算

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(セグメント情報等)

当社はAI×クラウドサービス事業の単一セグメントであり、記載を省略しております。
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